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Ⅱ　戦略プロジェクトの〈目標〉として用いた指標に関する解説

２ 高齢者が安心してくらせるしくみづくり

・訪問介護サービスの提供回数
市町村における訪問介護サービスの過去の提供実績や今後の利用意向などを踏まえて設定した「かなが

わ高齢者保健福祉計画」の訪問介護サービスの供給見込み量をもとに、２００６年度までの目標を設定しま
した。

・特別養護老人ホーム(介護老人福祉施設)の整備床数
市町村における要介護者の伸びや待機者の状況、施設サービスと居宅サービスとのバランス、国から示

された基準などを踏まえて設定した「かながわ高齢者保健福祉計画」の介護老人福祉施設必要入所定員数
をもとに、２００６年度までの目標を設定しました。

３ 保健・医療・福祉人材の養成・確保

・就業看護職員数
「かながわ看護職員８，０００人増員戦略」のスローガンの下、県内の需給見通しや福祉分野の新たな需要創
出に向けた取組みなどを踏まえ、２００２年度の就業看護職員数（５２，２７７人）を２００６年度までに８，０００人増
やすことを目標値として設定しました。

４ 身体・知的障害者の地域生活の支援　

・総合相談窓口における支援(登録)者数
２００３年度の総合相談窓口での支援（登録）者数に、今後、新たに支援が必要となる養護学校の新卒者
を加えるとともに、過去5年間の障害者の平均伸び率を見込んで推計したものです。

・グループホーム(生活ホーム)への入居者数
２００２年度、２００３年度の整備実績を踏まえて整備計画箇所数を設定し、現在の平均入居者数から計画入
居者数を推計しました。

・福祉的就労者数
２００３年度の福祉的就労者数に、今後、新たに支援が必要となる養護学校の新卒者を加えるとと
もに、過去5年間の障害者の平均伸び率を見込んで推計しました。

６ 福祉のまちづくりの推進

・バリアフリー化駅舎整備数
交通バリアフリー法の整備目標(一日の乗降客５，０００人以上で、高低差5メートル以上の駅はバリアフリ

ー化が必要)を踏まえ、２０１０年度までに整備の必要な県内の駅舎２４３駅について２００６年度までの目標値を
設定しました。

７　がん対策の総合的な推進

・地域がん診療拠点病院の数
地域のがん医療の中心となる地域がん診療拠点病院の数を、全県的な地域バランスや医療機関の設置状

況を踏まえ、1施設（２００２年度）から4施設（２００６年度）に増やすことを目標値として設定しました。

８　総合的な救急医療体制の充実

・救命救急センター設置数
２４時間体制で高度・専門的な三次救急医療を提供する7か所の救命救急センターを、患者数の増加への
対応や全県的な地域バランスを考慮し、２００６年度までに9か所とすることで目標値を設定しました。

９ 身近な犯罪がなく安心してくらせる地域づくり　

・刑法犯検挙率
２００３年を治安回復元年と位置付け、刑法犯検挙率を２００６年までに２０００年の水準（２４．５％）に回復させる
こととして、２００６年の目標値を２５．０％と設定しました。

※刑法犯検挙率＝
刑法犯検挙件数

×１００
刑法犯認知件数
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１０ 安全で安心な食の確保

・添加物、残留農薬、遺伝子組換え食品などの衛生検査の検体数
２００２年度の検体数（４，８６９検体）を２００６年度までに消費者の関心が高い食品添加物、残留農薬など約
１，０００検体増やすことを目標値として設定しました。

・大規模施設（食品の調理・製造）の監視指導数
２００２年度の監視指導数（２，９７３施設）を２００６年度までに大規模食品事故を防止するため、約１，０００施設
増やすことを目標値として設定しました。

１４ 保育サービスの充実　

・県所管域(政令指定都市及び中核市を除く)の保育所などの定員増の数
県所管域の保育所入所待機児童解消のため、２００３年4月を基準として２００７年4月までに保育所及び認定

保育施設の２，５００人の定員増を図ることを目標値として設定しました。

１６ 国際性豊かな人づくり

・国際交流・協力事業の参加者数
国際交流・協力事業を、県と民間などが連携して行い、県国際交流協会の事業参加者数の過去の実績及

び県実施事業の充実を踏まえ、２００６年度までに参加者数を約2割増加させることを目標値として設定しま
した。

１７ 不登校・ひきこもり、いじめ・暴力行為などへの対応

・長期不登校児童・生徒に対する訪問相談や民間施設などによる支援率
２００２年度の不登校児童・生徒数を基準に、長期不登校（１５０日以上欠席)の児童・生徒に対する訪問相
談や民間施設などの学校外における支援の割合を算出したものです。支援率が毎年度増加していき、
２００６年度までに１００％となることを目標値として設定しました。なお、欠席日数１５０日未満の児童・生徒
については、スクールカウンセラーなどにより対応します。

・いじめ・暴力行為発生件数
２００２年度において、いじめ・暴力行為の発生している学校については、２００６年度までに毎年1校につき
1件の減、発生していない学校は現状を維持するものとして目標値を設定しました。

１９ 活力と魅力ある県立高校づくり

・高校生活への満足度
２００３年度から実施する生徒及び保護者に対する評価アンケートの「高校生活への満足度」（個性を生か
し、創造力を伸ばす学校教育がなされていると思う人の割合）が毎年度増加することを目標としました。

２１ 学校と地域社会との交流の活性化　

・高校生の社会奉仕・ボランティア活動などへの参加者割合
２００３年度から県立高校に対するアンケートを実施し、在学中に最低1回は社会奉仕・ボランティア活動
などを体験する県立高校の生徒の割合を２００６年度までに１００％とすることを目標値として設定しました。

２２ ベンチャー企業の育成と新たな産業の集積促進

・県内における開業率
開・廃業率を再逆転し、２００６年度には、全国トップレベルの開業率（２００１年調査の全国第１位は沖縄

県の開業率６．２％）となるよう目標値を設定しました。

・県内における新規法人設立登記件数
新規法人設立登記件数の高い上位3県（沖縄、奈良、福岡）の件数を参考に、目標値を設定しました。
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２３ 中小企業の経営革新とものづくり支援

・中小企業経営革新支援法に基づく「経営革新計画」の承認件数
製品の高付加価値化やサービスの向上といった経営革新に取り組む中小企業への支援を進めることによ

り、２００４年度から毎年１２５件増とすることを目標値として設定しました。

２４ 産業活性化に向けた経済交流の推進

・県内に進出している外資系企業数
県内に進出している外資系企業数の最近の動向に加え、今後の施策展開により外資系企業がより進出し

やすい環境が整備されることを勘案して、２００４年から毎年１０所増とすることを目標値として設定しました。

２５ 雇用の確保と産業人材の育成

・県内の就職件数
産業振興関係の戦略プロジェクトなどにより新規求人数２７万人をめざすことを踏まえ、２００１年度の県

内就職件数（６７，４２１人）を２００６年度までに2割増することを目標値として設定しました。

・県立高等職業技術校などの修了生の就職率
過去4年間の平均値を２００６年度の目標値として設定しました。

２６ 地域に根ざした産業の振興

・サービス業新規求人数
産業振興関係の戦略プロジェクトなどにより新規求人数２７万人をめざすことを踏まえ、今後のサービス

業の伸びを勘案して目標値を設定しました。

・県内の小売業の年間商品販売額
２００２年の全国に対する県内の小売業の年間商品販売額の構成比は６．２６％ですが、２００２年の全国に対す

る県の人口構成比の６．７７％（総務省統計局の人口推計）で算出した９１，０００億円を２００６年までに上回るこ

とをもって目標値に代えることとしました。

なお、商業統計調査は、２００４年、２００７年に実施されるため、２００４年については目標値を設定しました。

２７ かながわツーリズムの推進

・県内への年間入込観光客数
県内観光客数を増やすことが重要であることから、最大限実現可能な数値として、２０００年の入込観光客

数（１４３，６３１千人）を２００６年までに2割増することを目標値として設定しました。

２８ 地産地消による農林水産業の振興　

・県産農畜産物を購入した人の割合
県産農産物の販路を拡大して、地元産をより多く購入していただくという観点から、アンケート調査に

おける県産農畜産物を購入した人の割合を、２００６年度までに８０％まで向上させることを目標値として設

定しました。

２９ 資源の有効活用による農林水産業の振興　

・木材生産量（間伐材なども含む）
「かながわ森林・林材業活性化計画」の２０１２年度の素材生産量の目標値４７，０００ｍ３を踏まえ、２００６年度

までの目標値を設定しました。

・家畜ふん堆肥化率

「神奈川県における家畜排せつ物の利用の促進を図るための計画」の２００８年度の目標値９３％を踏まえ、

２００６年度までの目標値を設定しました。
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３０ 廃棄物の発生抑制・資源化・適正処理の推進　

・廃棄物の排出量、再生利用率（リサイクル率）、最終処分量
「神奈川県廃棄物処理計画」を踏まえ、県や市町村、県民、事業者の取組み、技術開発などの要因を5

年程度の中期的なスパンでとらえて２００６年度までの目標値を設定しました。

３１ 不法投棄の防止対策の推進　

・監視パトロール回数
不法投棄の未然防止対策や原状回復を推進するためには、監視・指導を強化して早期発見、早期対応を

図ることが効果的であることから、監視パトロール回数の目標値を設定しました。

３２ 地球温暖化対策の推進　

・県内における二酸化炭素の排出量
「新アジェンダ２１かながわ」の２０１０年目標値（１９９０年比6％削減：２０１０年二酸化炭素排出量６０，４６２千t-

CO2）を踏まえ、２００６年の目標値を設定しました。

３３ 自動車交通公害対策の推進　　

・自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の総量
「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置

法」に基づき策定した「神奈川県自動車排出窒素酸化物及び自動車排出粒子状物質総量削減計画」に基づ

き２０１０年度の目標（窒素酸化物の総量１１，２００t、粒子状物質の総量５１０t）の達成に向けた取組みを進め

ています。

なお、同計画では、国が示した基本方針に基づき、２０１０年度の目標の着実な達成に向け、２００５年度を

中間点検年度として、それまでに達成すべき目標を設定しており、その目標値を基に２００２年度～２００４年度及

び２００６年度の目標を設定しています。

３４ 新エネルギー導入の推進

・太陽光発電エネルギー導入量
２００２年度末の自治体、企業、家庭などの太陽光発電導入量を起点に、「かながわ新エネルギービジョン」

で導入量の目安としている２０１０年度の数値のうち、２０１０年度末の政府目標を神奈川県分に按分した数値

（３０．５１万kw）を踏まえ、２００６年度までの各年度の目標値を設定しました。

３５ 総合的な環境教育の推進　

・マイアジェンダ（環境配慮に向けた自主的な取組み）登録学校
「新アジェンダ２１かながわ」のめざす「持続可能な社会かながわ」を実現するため、環境教育・環境配慮

について目標を掲げ、実践しているマイアジェンダ登録学校（小・中・高等学校）を２００６年度までに１，３００

校とすることを目標値として設定しました。

３７ 文化芸術・スポーツを楽しむ環境づくり

・1年間に芸術鑑賞を行った延べ人数（１０歳以上）
２００１年度の1年間に芸術鑑賞を行った延べ人数（８，５６６千人）を、「社会生活基本調査」（総務省）にお

ける過去5年間の伸び率が年率約1％であることを踏まえ、２００６年度までに約5％上昇させ、８，９００千人に

することを目標値として設定しました。

・成人の週１回以上のスポーツ実施率
２０歳以上の県民に対する「県民の体力・スポーツに関する調査」により把握した２００２年度のスポーツ

実施率３７％を、毎年1％上昇させ、２００６年度までに４１％にすることを目標値として設定しました。
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３８ 男女共同参画の推進

・男女平等と感じている人の割合
男女平等と感じている人の割合を、最近の男女共同参画の進展を踏まえ、学校教育、家庭生活、職場、

社会通念において、２００６年度までに5％程度上昇させることを目標値として設定しました。

４０ 電子自治体の推進　

・電子申請などにより県民が節約できる時間数
県への申請・届出などのうち、窓口持参などから電子的に行われる手続きに変更されると見込まれる年

間件数に、手続きごとに県民が節約されると想定される時間をかけて算出した値の合計を目標値として設

定しました。

４１ 京浜臨海部における産業の活性化と雇用の創出

・京浜臨海部の従業者数
産業の集積や活性化への取組み及び民間のプロジェクトの進行により増加が見込まれる数値として、

２００１年の従業者数（３８１，４２３人）を２００６年までに2割程度増やすことを目標値として設定しました。

４６ 水環境保全対策の推進

・生活排水処理施設整備率
「神奈川県生活排水処理施設整備構想」の２０１０年度目標値９８．９８％を踏まえ、２００６年度までの目標値を

設定しました。

４７ 県民との協働による水源の森林づくり

・水源の森林づくりで適切に管理されている森林面積
２００６年度までに８，７００haを確保する現行計画を少しでも先に進めるよう、９，０００haとすることを目標値

として設定しました。

・森林づくりボランティア参加者数
水源の森林づくりへの県民の理解と参加を促進するため、２００２年度のボランティア活動実績（６，４００人）

を踏まえ、２００６年度までに７，０００人とすることを目標値として設定しました。

４８ 丹沢大山などの自然環境の保全としくみづくり

・植生劣化レベルⅤの管理ユニット数
「丹沢大山自然環境総合調査」及び「神奈川県ニホンジカ保護管理計画」策定のために実施した基礎調

査の結果から、丹沢大山地域を尾根や沢などの地形に考慮して、５６の管理ユニットに細分化し、植生の

劣化の度合いによりⅠ～Ⅴに分類しております。このうち、植生劣化レベルがⅤとなっている2ユニット

を２００６年度までにレベルⅣに引き上げることを目標値として設定しました。

４９ 上流と下流の住民で支える水源地域づくり

・水源地域交流イベントなどへの参加者数
水源地域で開催される交流イベントの参加者数や交流促進施設、情報提供施設の整備計画を踏まえたこ

れらの施設の利用者数の２００６年度までの累計を１００万人とすることを目標値として設定しました。

５０ 都市と里山のみどりの保全と活用

・市街地におけるみどりのスペース
みどりのスペースとは、都市公園（県、市町村整備面積）、トラスト保全緑地、地域制緑地（自然公園

と保安林を除く）などの面積で構成されるものです。

２００２年度のみどりのスペース（５０，１５２ha）を各構成要素ごとに分析・検討し、２００６年度までに５１，７２７

haにすることを目標値として設定しました。
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Ⅲ　プロジェクト事業費の積算の基礎

政策課題分野ごとの計画額の内訳となる戦略プロジェクト別の積算数字は、次のとおりです。

政策課題分野 金　額
戦略プロジェクト （３年間）

Ⅰ 安心してくらせる福祉・医療の基盤整備 ７０９.０
１ 福祉サービスの利用者支援と質の向上 ６.８
２ 高齢者が安心してくらせるしくみづくり １７８.３
３ 保健・医療・福祉人材の養成・確保 ８０.３
４ 身体・知的障害者の地域生活の支援 ４４.３
５ 精神障害者の自立した生活・就労支援 ４８.３
６ 福祉のまちづくりの推進 １９５.０
７ がん対策の総合的な推進 ５.０
８ 総合的な救急医療体制の充実 １５０.６

Ⅱ 県民の安全・安心の確保 １２５.７
９ 身近な犯罪がなく安心してくらせる地域づくり ０.５
１０ 安全で安心な食の確保 ３.０
１１ 消費者被害の未然防止と救済 ０.５
１２ 大規模地震に備えた対応力の強化 １２１.６
Ⅲ 未来を担う人づくり ４２５.６
１３ 子育てを地域で支えるしくみづくり ９.３
１４ 保育サービスの充実 ７３.４
１５ 児童虐待への総合的な対応 １９.６
１６ 国際性豊かな人づくり ２.６
１７ 不登校・ひきこもり、いじめ・暴力行為などへの対応 １７.９
１８ 少年の健全育成をめざす社会づくり １.４
１９ 活力と魅力ある県立高校づくり ２４０.５
２０ 養護学校の整備による学習機会の確保 ６０.２
２１ 学校と地域社会との交流の活性化 ０.２
Ⅳ 産業振興による地域経済の活性化 １２６.７
２２ ベンチャー企業の育成と新たな産業の集積促進 ３１.５
２３ 中小企業の経営革新とものづくり支援 １５.４
２４ 産業活性化に向けた経済交流の推進 １.１
２５ 雇用の確保と産業人材の育成 ２１.８
２６ 地域に根ざした産業の振興 ９.８
２７ かながわツーリズムの推進 ５.０
２８ 地産地消による農林水産業の振興 １５.２
２９ 資源の有効活用による農林水産業の振興 ２６.５
Ⅴ 地域からの環境の保全と創造 １７４.８
３０ 廃棄物の発生抑制・資源化・適正処理の推進 １２２.０
３１ 不法投棄の防止対策の推進 ５.３
３２ 地球温暖化対策の推進 ８.２
３３ 自動車交通公害対策の推進 ３１.６
３４ 新エネルギー導入の推進 ６.５
３５ 総合的な環境教育の推進 ０.９
Ⅵ 心豊かなくらしと共生社会の実現 ６９.１
３６ ボランタリー活動の推進 ４.４
３７ 文化芸術・スポーツを楽しむ環境づくり ４３.０
３８ 男女共同参画の推進 １.９
３９ 外国籍県民とともにくらす地域社会づくり ５.７
４０ 電子自治体の推進 １３.８
Ⅶ 個性あふれる地域づくり １,１９４.２
４１ 京浜臨海部における産業の活性化と雇用の創出 ６.０
４２ 京浜臨海部における新しいまちづくり ５６.７
４３ 人とみどりと歴史・文化が交流し活力ある三浦半島の整備 １２.４
４４ 環境共生モデル都市圏の形成 ４１８.５
４５ 交流・連携による県西地域の活性化 １６９.５
４６ 水環境保全対策の推進 ８２.７
４７ 県民との協働による水源の森林づくり ９９.１
４８ 丹沢大山などの自然環境の保全としくみづくり １１.９
４９ 上流と下流の住民で支える水源地域づくり ３.１
５０ 都市と里山のみどりの保全と活用 ３０３.５
５１ 相模湾沿岸の地域資源の保全、活用と発信 ３０.２

合　　　　　　　　　　　計 ２,８２５.４

(単位：億円）

注）数字は、積算の基礎とした参考数字です。
小数点以下第２位を切り捨てとしているため、合計などが符合しない場合があります。




